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第６章　計画の推進 

１　計画の進捗管理と目標の設定 

計画の推進にあたっては、国の指針により、「市町村介護保険事業計画につい

て、各年度において達成状況を点検し、その結果に基づいて対策を実施すること」

が求められています。 

町では、国が示す「市町村における地域包括ケアシステム構築のプロセス」を

参考に、「PDCA サイクル」により、毎年度の各施策の実施状況や目標達成状況

を評価※1するとともに、達成状況に対する課題を分析し、次年度や次期計画への

取組につなげていきます。 

また、こうした取組を、高齢者福祉計画策定委員会をはじめとする各種協議会

等で、報告及び審議を行うこととします。 

 

 

■　「PDCA サイクルを活用した計画策定と進捗管理」のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 

 
出典：「介護保険事業（支援）計画における要介護者等に対するリハビリテーションサービス提供

体制の構築に関する手引き」

※1 評価指標として 
・保険者機能強化推進交付金等 

該当状況調査（国指標） 
・取組と目標（県指標）
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資料集 

１　境町高齢者福祉計画策定委員会設置要綱 

 

平成１４年１２月２６日 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　告示第１２１号 

（目的） 

第１条 老人福祉法及び介護保険法に基づき，境町の高齢者福祉計画及び介護保険事

業計画を策定するため，境町高齢者福祉計画策定委員会（以下「委員会」という。）

を設置する。 

（事業） 

第２条 高齢者福祉計画及び介護保険事業計画の策定に関すること。 

２　委員会は，策定後速やかに町長に具申すること。 

（組織・構成） 

第３条 委員会は，次の各号に掲げる者の中から町長が委嘱又は任命する委員をもっ

て構成する。 

（１） 議会代表者 

（２） 医療及び福祉に関係する団体の関係者 

（３） 住民代表 

（４） 関係行政機関の職員 

２　委員の任期は，委嘱又は任命の日から計画に係る審議が終了したときまでの期間

とする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長各１名を置く。 

２　委員長及び副委員長は，委員の互選により決定する。 

３　委員長は，委員会を総理し，会議の議長となる。 

４　副委員長は，委員長を補佐し，事故あるとき又は委員長が欠けたときは，その職

務を代理する。 

（会議） 

第５条　委員会の会議は，委員長が必要に応じて招集する。 

２　委員長は，必要があると認めたときは，委員以外の者の出席を求め，説明又は意

見を聴くことができる。 

（庶務） 

第６条　委員会の庶務は，福祉部介護福祉課が行う。 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は委員長が別に定める。 

　　付　則 

　この要綱は，公布の日から施行する。 
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２　境町高齢者福祉計画策定委員名簿 

 

（敬称略） 

※委嘱任命期間　　令和５年１０月３日　～　計画策定まで 

 

 
№ 氏　　　名 構成団等名 役職名

 
1 倉　持　　　功 境町議会議長 委員長

 
2 岩　﨑　　　博 境町議会教育福祉常任委員長

 
3 亀　﨑　髙　夫

夢彩の舎施設長 

（医師会代表）

 
4 佐々木　健　一 特別養護老人ホームファミール境施設長

 
5 篠　田　宗　次 境町メディカルピクニック施設長

 
6 猪　瀬　晴　男 境町民生委員児童委員協議会会長

 
7 寺　山　　　守 境町いきいきクラブ連合会会長 副委員長

 
8 林　　　喜三郎 境町身体障害者福祉協議会会長

 
9 酒　井　基　子 境町ボランティア連絡協議会会長

 
10 宇都木　とし子 住民代表

 
11 椎　名　　　保 境町社会福祉協議会常務

 
12 石　塚　孝　志 福祉部長

 
13 加　藤　軍　雄 保険年金課長

 
14 北　島　令　子 健康推進課長
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３　計画策定の経過 

 

 
年月日 計画策定の経過

 
令和４年１１月～ 

令和５年５月
在宅介護実態調査　・有効回収数　178 件

 

令和５年２月～６月
介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

・対象者数　１,２００件　　・有効回収数　903 件

 

令和５年８月

介護支援専門員調査 

・依頼介護支援専門員数　30 人　　・有効回収数　26 人 

サービス提供事業所調査 

・依頼事業所数　26 カ所　　・有効回収数　21 カ所

 

令和５年 10 月 3 日

第１回境町高齢者福祉計画策定委員会（集合会議形式） 

【議事】 

・境町高齢者福祉計画策定委員会委員長及び副委員長の選出 

・計画策定に伴う境町の現状と今後のスケジュールについて 

・境町高齢者実態調査の集計結果について

 

令和５年 

１２月２１日

第２回境町高齢者福祉計画策定委員会（集合会議形式） 

【議事】 

・境町高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画（骨子） 

・境町高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画１章～３章 

　（素案） 

・第９期介護保険料額サービス量推計について（経過報告）

 

令和６年２月中旬

パブリックコメントの実施 

【概要】 

・境町高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画（案）の町ホーム

ページ掲載、茨城電子申請・届出サービスの登録、介護福祉課窓

口での閲覧により、町民等からの意見を募集　※意見なし

 

令和６年２月 29 日

第３回境町高齢者福祉計画策定委員会（集合会議形式） 

【議事】 

・境町高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画（素案） 

・パブリックコメント意見報告について 

・第９期期間における基準保険料額について

 
令和 6 年３月 境町高齢者福祉計画・第９期介護保険事業計画策定
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４　用語解説 

※介護保険各種サービスの解説は 

第５章第 1 節介護サービス基盤づくり 

Ｐ81～Ｐ82 をご参照ください。 

＜あ行＞ 

アセスメント 

支援が必要な方の状態像を理解し、解決しなければならない課題を把握し、分析

するために直面している問題や状況の本質、原因を理解し、必要な支援を検討した

り、将来の行動を予測したりするなど援助活動に先立って行われる一連の手続き。 

 

一般介護予防事業 

第１号被保険者の全ての人（元気な高齢者）とその支援のための活動に関わる人

を対象にした、生活機能の維持又は向上を図るための事業。 

 

インフォーマルサービス 

行政が直接・間接的に提供するサービスでは充足されない「隠れた」ニーズに対

応するサービスのことをいう。例えば、近隣・地域社会・民間団体やボランティア

などの非公式な援助活動がこれに当たる。 

 

NPO 

民間非営利組織（Non-Profit Organization）の略称で、営利を目的とせず、継

続的に社会的活動を行う民間の組織（団体）のこと。NPO 法人とは、特定非営利活

動促進法により設立を認められる法人のことをいう。 

 

 

＜か行＞ 

介護給付費準備基金 

介護給付費の見込みを上回る給付費増などに備え、介護保険料の剰余金を積立て

し、介護保険料に不足が生じた場合に必要額を基金から取り崩し、財源の補てんを

する。 

 

介護サービス 

介護保険の要介護認定を受けた要介護者に提供される介護のサービス。広義では、

介護予防サービスを含めることもある。 
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介護支援専門員 

いわゆるケアマネジャーのこと。要介護者等からの相談に応じたり、心身の状態

に応じ適切な居宅サービス、施設サービス又は地域密着型サービスを利用したりで

きるよう、町や居宅サービス事業者、介護保険施設等との連絡調整を行う人。また、

介護サービス計画（ケアプラン）の作成及び見直しも行う。 

 

介護保険施設 

介護保険の給付対象となる施設サービスを行う施設。介護老人福祉施設・介護老

人保健施設・介護療養型医療施設、及び介護医療院（各施設の解説は P82参照）をい

う。 

なお、介護老人福祉施設においては、従来型の個室と「多床型」と呼ばれる４人

部屋主体の入居を前提とした構成となっていたが、平成13（2001）年以降に開設

された施設については、入居者の尊厳を重視したケアを実現するため、個室・ユニッ

トケア化が義務付けられ、完全な個室である「ユニット型個室」と、大部屋を間仕

切りで区切った「ユニット型準個室」による構成となっている。 

 

介護保険制度 

平成12年４月から始まった介護を公的に支えるための保険制度で、介護や支援

が必要になった場合（要介護・要支援状態）、状況に応じて保健・医療・福祉のサー

ビスを総合的に受けられる制度。65歳以上全員と、40歳から64歳までの医療保険

加入者が対象となり、要介護認定を受けて介護保険サービスを利用する。 

 

介護予防 

どのような状態にある者であっても、生活機能の維持・向上を積極的に図り、要

支援・要介護状態の予防及びその重症化の予防・軽減により、高齢者本人の自己実

現の達成を支援すること。 

 

介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業） 

市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多

様なサービスを充実することで、地域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者等

の方に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すもの。 

 

基本チェックリスト 

65歳以上の高齢者を対象に介護予防のチェックのために実施するもので、介護

の原因となりやすい生活機能低下の危険性がないかどうか、という視点で運動・口

腔・栄養・物忘れ・うつ症状・閉じこもり等の全25項目について「はい」・「いい

え」で記入する質問表。 
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協議体 

生活支援・介護予防サービスの体制整備を図るため、地域における多様な生活支

援・介護予防サービスの提供主体などが参画し、定期的な情報共有及び連携・協働

に取組を推進する場として中核となるネットワークである。 

 

居住系サービス 

有料老人ホーム、サービス付高齢者住宅といった介護保険施設以外の介護施設に

入居して介護を受けるサービス。特定施設入居者生活介護ともいう。 

 

協働 

住民、自治会等の公共的団体やＮＰＯなどの民間団体、企業や大学などの事業者

及び行政が、地域の課題に対し、それぞれの果たすべき役割と責任を自覚し、互い

に認め合い、共通の目的に向ってともに考え、協力し合って取り組んでいくこと。 

 

居宅サービス 

利用者が、自宅で受ける介護サービスや自宅から通って利用するサービス。 

 

ケアハウス 

原則として60歳以上の方、かつ、家庭環境・住宅環境などの理由により居宅にお

いて生活する困難な方が入所する施設。食事の提供をはじめとする生活支援や見守

りサービスなどを、利用者の所得に応じて低額な料金で提供される。 

 

ケアマネジメント 

介護サービス計画（ケアプラン）に基づき、要介護者一人ひとりの心身の状況や

家族状況、本人や家族の意見を踏まえた上で各種サービスを適切に組み合わせ、計

画的にサービスが提供されるようにすること。 

 

言語聴覚士（ＳＴ） 

ことばによるコミュニケーションや摂食・嚥下に問題のある方に専門的サービス

を提供し、自分らしい生活を構築できるよう支援する専門職。 

 



125

高額医療合算介護サービス費 

医療保険と介護保険における１年間（毎年８月１日～翌年７月31日）の医療保険

と介護保険の自己負担の合算額が限度額を超えた場合に、超過分が利用者の申請に

より後から給付され、自己負担を軽減する制度。 

 

高額介護サービス費 

１ケ月に支払ったサービスの利用者負担の合計額が一定の上限を増えた場合、超

過分が利用者の申請により後から給付され、自己負担を軽減する制度。 

 

高齢者（前期高齢者・後期高齢者） 

一般に満65歳以上の者をいう。高齢者の内、65歳～74歳は前期高齢者、75歳

以上は後期高齢者に区分される。 

 

高齢者虐待 

養護者による高齢者虐待・介護施設従事者等による高齢者虐待をいう。身体的暴

力だけでなく、養護を怠ること（ネグレクト）や暴言等の心理的虐待、性的虐待及

び経済的虐待もこれに含まれる。 

 

高齢者の権利擁護 

高齢者が、人権侵害や財産等が侵害されることがないように権利を守ることをい

う。地域包括支援センターが主体となり、相談を受付し、必要な福祉サービスにつ

ながるように支援する。 

 

＜さ行＞ 

作業療法士（ＯＴ） 

医師の指示のもと、病気やケガ、障がいなどで日常生活を送ることが難しい人に

対し、「作業（日常生活動作や社会活動など）」を通じて社会の中で暮らせるよう

に支援する専門職。 

 

事業対象者 

基本チェックリストの一定の基準に該当し、「介護予防・日常生活支援総合事業」

のサービスを利用することができる対象者。 

 

自助・互助・共助・公助 

地域包括ケアの提供にあたって、「自助」は、自らの生活は自らで支え、健康維

持を図っていくなど地域で生活していくための基本となるもの。「互助」は、近隣

の助け合いやボランティアなどによる相互扶助。「共助」は、社会保険のような制

度化された相互扶助。「公助」は、自助・互助・共助では対応できない生活課題や

困窮等の状況に対し、公的制度による必要な生活保障を行うものをいう。  



126

施設サービス 

介護サービスのうち、介護保険施設（介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介

護療養型医療施設・介護医療院）において提供されるものをいう。 

 

持続可能性 

介護保険制度においては、制度の定着により介護保険の総費用が急速に増大して

いくことで、保険料の大幅な上昇が続いているため、制度が破たんしないよう、要

介護認定者数を増加させない、または認定度を悪化させないよう介護予防等の施策

に力を入れる、所得に応じた保険料段階の設定を行う、などのこと。 

 

社会資源 

人々の生活の諸要求の充足や問題解決のために使われる各種の施設、制度、機関、

知識や技術などの物的資源、人的資源などのこと。 

 

社会福祉協議会 

社会福祉法に基づき設置された、地域の社会福祉活動を推進することを目的とし

た民間組織。 

 

社会福祉法人 

社会福祉法に基づく社会福祉事業を行うことを目的に設立された法人。 

 

生涯学習 

人々が自らの人生をより豊かなものにしたいと願い、自分に合った学習の方法や

内容を自由に選択しながら行う、生涯にわたった学習活動。 

 

シルバー人材センター 

働く意欲のある高齢者のニーズに応じて、臨時的かつ短期的な就業の機会を確保

し、組織的に提供する業務を担う公益法人。 

 

シルバーリハビリ体操 

茨城県立健康プラザの大田仁史管理者が考案した体操で、「いきいきヘルス体操」

「いきいきヘルスいっぱつ体操」等の総称。体操は道具を使わず、いつでも、どこ

でも、一人でもできる。また、指導士はボランティアによって構成されており、住

民主体の介護予防活動の一つとして県内外でも広がっている。 

 

成年後見制度 

認知症高齢者等で意思能力の十分でない成年者を保護するため、財産管理や日常

生活での援助をする制度。家庭裁判所の審判に基づく法定後見制度と、後見人等と

被後見人等との契約に基づく任意後見制度がある。  
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＜た行＞ 

ターミナルケア 

終末期の医療および看護のこと。医療が不要な、介護老人福祉施設等においても

「看取り介護」として行われている。 

 

第１号被保険者、第２号被保険者 

第１号被保険者は、町内に住所を有する65歳以上の者をいい、第２号被保険者は、

町内に住所を有する40歳以上65歳未満の医療保険加入者をいう。 

 

団塊の世代 

第二次世界大戦後、数年間の第一次ベビーブーム世代（おおむね、昭和22（1947）

年～24（1949）年に生まれた年齢層）を指す。全国で約700万人がおり、令和7

（2025）年には、この世代が75歳以上の後期高齢者となり、我が国の高齢化は

ピークを迎えるとされている。 

 

地域共生社会 

制度・分野ごとの『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域

住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分

野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域

をともに創っていく社会。 

 

地域支援事業 

要介護状態等となることを予防するとともに、要介護状態等となった場合におい

ても、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援す

るための事業。介護予防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、任意事業があ

る。 

 

地域包括支援センター 

公正・中立的な立場から、地域における介護予防ケアマネジメント・総合相談支

援・権利擁護及び包括的・継続的ケアマネジメント支援を行う。保健師・主任ケア

マネジャー・社会福祉士等が置かれ、専門性を生かして相互連携しながら高齢者へ

の総合的な支援にあたる。 

 

地域密着型サービス 

高齢者が要支援・要介護状態となっても、できる限り住み慣れた地域で生活を継

続できるようにする観点から平成18年度に創設されたサービス。原則として、事業

所が所在する市町村の被保険者のみが利用できる。市町村では、適正な運営を図る

ために地域密着型サービス運営委員会を設置している。 
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超高齢社会 

総人口に対して高齢者（65歳以上の者）の割合が高くなっている社会。一般に高

齢化率（65歳以上の高齢者の人口が総人口に占める割合）が７％を超えると高齢化

社会、14％を超えると高齢社会、21％を超えると超高齢社会と言われ、すでに国、

茨城県、本町は超高齢社会となっている。 

 

特定入所者介護サービス費 

低所得者の要介護認定者の方は、所得に応じた自己負担の上限が設けられており、

施設サービス等を利用した際に、食費と居住費の負担を軽減するため、費用を介護

給付費から支給する制度。 

 

 

＜な行＞ 

日常生活圏域 

住民が日常生活を営む地域として、地理的条件・人口・交通事情その他の社会的

条件及び施設の整備状況などを総合的に勘案して設定する圏域のこと。 

 

日常生活自立支援事業 

判断能力の不十分な認知症高齢者・知的障がい者・精神障がい者等が地域で自立

した生活を送ることができるように、福祉サービスや日常的金銭管理に関する援助

を、社会福祉協議会が主体となって実施する事業。 

 

認知症 

加齢や病気による脳の機能低下が原因で、記憶力や判断力の低下などが起こり、

社会生活に支障をきたす状態。認知症のうち、およそ半数はアルツハイマー型認知

症で、レビー小体型認知症、そして血管性認知症と続く。これらは「三大認知症」

といわれ、全体の約85％を占める。残りの15％の認知症の中には、手術や服薬管

理によって治るタイプの認知症などが含まれる。 

 

認知症ケアパス 

認知症が発生時から生活上、様々な支障が出てくる中で、その進行状況に合わせ

て、いつ、どこで、どのような医療・介護サービスを受ければ良いかを標準的に示

すもの。 

 

ノーマライゼーション 

「障がいのある人が障がいのない人と同等に生活し、ともにいきいきと活動でき

る社会を目指す」という理念。すべての方がともに生活ができるように「周りが変

わる」という視点も持ちつつ、人としての尊厳を重んじることができる社会を実現

する考え方。  
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＜は行＞ 

標準給付費 

サービス給付費・特定入所者介護サービス費・高額介護サービス費・高額医療合

算介護サービス費及び審査支払手数料を合算した額。 

 

フレイル 

加齢に伴う予備能力低下のため、ストレスに対する回復力が低下した状態をいう。 

 

ボランティア 

社会福祉において、無償性・善意性・自発性に基づいて、技術援助や労力提供等

を行う民間奉仕者を指す。 

 

＜や行＞ 

要支援・要介護（度） 

要支援・要介護状態の区分。支援や介護の必要な程度に応じて要支援１・２、要

介護１・２・３・４・５の７つに区分される。 

 

要支援・要介護認定 

介護保険制度において、介護保険サービスを受けるために、支援や介護が必要な

状態であることを市町村が認定すること。要支援・要介護認定では、心身の状況等

に関する認定調査の結果や主治医の意見書を基に、医療・保健・福祉の専門職で構

成される介護認定審査会で審査し、要支援・要介護の区分判定が行われる。 

 

予防給付 

要支援１または２と認定された高齢者等に給付される介護サービス。自立支援を

目的とした本人の意欲の向上、具体的な目標の明確化、対象者に応じた適切なケア

マネジメントのもとに実施され、介護予防訪問看護・介護予防通所リハビリテー

ション等がある。 

 

 

＜ら行＞ 

理学療法士（ＰＴ） 

医師の指示のもと、病気や外傷などによって、身体に障がいが生じた人の基本的

動作能力の回復を図るため、運動療法や物理療法などを用いて、自立した日常生活

が送ることができるように支援するリハビリテーション医療の専門職。 

 

リハビリテーション 

疾病や障がいにより失われた身体機能及び生活機能の回復を図り、社会復帰を目

指す訓練をいう。 
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